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前経営強化計画の実績についての総括

○前経営強化計画（平成26年4月～29年3月）においては、経営改善の重点施策として、「営業推進体制の再構築」「信用リスク管理強化」
「経営効率化」さらに、この施策の着実な実行に向けた「経営強化計画の確実な履行体制の構築」を掲げ、経営の改善及び中小規模事業者
に対する信用供与の円滑化に積極的に取り組んでまいりました。

○この結果、計画の終期（平成29年3月期）までの実績は、以下のとおりとなりました。
・収益性の向上（コア業務純益）、業務効率性の向上（業務粗利益経費率）

「コア業務純益」につきましては、経費を計画以上に削減いたしましたが、マイナス金利の影響による想定以上の資金運用利回りの低下
等により計画を下回りました。また、業務粗利益経費率につきましても、分子となる経費は前述の通り削減いたしましたが、分母となる
業務粗利益において、資金運用収益が計画を下回ったことを主な要因として計画を達成できませんでした。

・中小規模事業者向け貸出の増強
中小規模事業者に対する資金の供給を経営の最優先課題として取り組んでまいりました結果、「中小規模事業者向け貸出残高及び比率」
はいずれの期も計画を達成することができました。また、「経営改善支援等取組先数及び支援等取組率」についても、全期間、計画を達
成することができました。

１

【経営改善の目標と実績】 （単位：百万円、％）

26/3期
（始期）

27/3期 28/3期 29/3期
始期比

計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比

コア業務純益 193 94 73 △21 198 230 31 208 179 △29 △14

業務粗利益経費率 76.20 86.50 84.37 △2.13 75.21 64.01 △11.20 74.80 77.85 3.05 1.65

【中小規模事業者向け貸出残高及び比率、経営改善支援等取組率】 （単位：百万円、％）

26/3期
（始期）

27/3期 28/3期 29/3期

始期比

計画 実績 計画比 計画 実績 計画比 計画 実績 計画比

中小規模事業者向け貸出残高 34,580 35,417 36,650 1,233 35,928 39,671 3,743 36,693 41,120 4,427 6,540

中小規模事業者向け貸出比率 27.59 27.62 28.72 1.10 28.01 30.79 2.78 28.83 30.86 2.03 3.27

経営改善支援等取組率 29.02 29.11 30.18 1.07 29.22 31.75 2.53 29.32 36.06 6.74 7.04



経営の改善の目標

２

本計画の実施により達成されるべき経営の改善の目標を以下のとおりとし、その必達に向けて取り組んでまいります。
１．収益性を示す指標
【コア業務純益】 （単位：百万円）

（注）コア業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 － 国債等債券関係損益

２．業務の効率性を示す指標
【業務粗利益経費率（OHR）】 （単位：％）

（注）・業務粗利益経費率 ＝ （経費 － 機械化関連費用） ÷ 業務粗利益
・機械化関連費用には、全国信組共同センター使用料・保証金償却、事務機器等の減価償却費・賃借料、保守関連費用等を計上しております。

27/3期
実績

28/3期
実績

29/3期
実績

計画始期
の水準

30/3期
計画

31/3期
計画

32/3期
計画

始期からの
改善額

コア業務純益 73 230 179 179 131 133 180 1

27/3期
実績

28/3期
実績

29/3期
実績

計画始期
の水準

30/3期
計画

31/3期
計画

32/3期
計画

始期からの
改善幅

業務粗利益経費率 84.37 64.01 77.85 77.85 80.77 80.48 77.75 0.10



経営の基本戦略

３

当組合の営業エリアは、各地域の特性やシェアも一様ではなく、それぞれの地域性に応じたきめ細かな営業推進が必要となっております。
滋賀県の経済情勢は、一部ではやや持ち直し感もありますが、当組合の主要取引先である中小規模事業者においては、まだまだ厳しい状況
が続いており、本計画に基づき、経営改善に向けた取組みを一層加速させてまいります。

以上の基本戦略と、前計画の実績を踏まえた課題認識に基づき、本計画においては以下の基本方針（目標）で臨むことといたします。

以上の基本方針に基づき、以下の４つの事項を重点施策として位置づけ、これらの取組みを通して、「中小規模事業者に対する信用供与の
円滑化」を図るとともに「責任ある経営体制の確立」に努めてまいります。

金融機能強化法を活用し強固な財務基盤を構築することにより、今まで以上に地域の中小規模事業者や個人の皆様に積極的な金融支
援を行うことが可能となっており、このようななか、当組合にとって最大の課題は貸出金増強等による収益力の強化であります。

資金運用利回りの低下を経費削減や経営改善支援先の取組みの強化で補いながら、貸出金増強による収益力の向上を図ってまいりま
す。そのためにも融資の出来る人材育成を喫緊の課題と捉え、早急に体制を整えてまいります。また、配当の継続を目指す上で、多
大な信用コストが発生しないよう、ローカルベンチマーク等を活用した顧客との対話を行い、経営改善支援を行うなど信用リスク管
理態勢の一層の強化を図ってまいります。

（1）貸出金増強等による収益力の強化
営業推進体制の一層の強化、取引先の拡大と収益基盤の増強、金融仲介機能の更なる発揮に向けた融資推進等

（2）人材育成の強化
早期人材育成の目標設定と体系化、コンサルティング機能強化のための人材育成策、人材の有効活用と組織の活性化等

（3）信用リスク管理の一層の強化
審査・管理体制の強化、経営陣の牽制機能の充実、経営改善支援等の取組強化を通じた不良債権化の防止、不良債権の圧縮等

（4）経営の効率化
戦略的・効率的な要員体制、営業店事務の効率化・合理化推進、物件費の抑制等

基本戦略

本計画における基本方針（目標）

本計画における重点施策



貸出金増強等による収益力の強化

４

１．営業推進体制の一層の強化
 外部人材派遣の継続を受け、更なる事業性融資先の開拓を期待する一方、特にプロパー職員への融資推進力の強化指導に力点を置

いた活動を行っていきます。渉外者はノウハウの吸収と外部人材の開拓した先の引継ぎと取引深耕に注力するとともに、吸収した
ノウハウを活かした既存取引先の深耕と新規先の開拓を行ってまいります。

 トップセールスを展開するとともに、その他の役員は担当店舗毎に推進活動を実施しております。 各店舗担当の役員と営業店長に
よる帯同訪問等、ガバナンス強化も踏まえ各担当役員の責任を明確にして取り組んでまいります。

 営業推進の上での最重要会議である「営業推進会議」を、月1回開催しており、営業施策、計数の把握、情報交換等により目標達成
に向けた取組みを徹底しております。会議の内容につきましては、主要項目で目立った成績を残した店舗から成功体験や推進施策
を発表し、全店が諸目標達成に繋がる情報共有の場として会議内容の充実を図ってまいります。

 営業店長の取引先訪問記録作成により、営業店長の渉外活動の行動管理を強化し、効率的な推進を図ってまいります。また、渉外
者の融資関連推進訪問1ヶ月100先以上を徹底し、小口・中口融資先数を増加させてまいります。

 60歳以上の営業店長任命や次席者クラス等、継続して役職位を委嘱し営業店サポートが出来るような人員の適材再配置に取り組ん
でまいります。豊富な経験を活かし、コンサルティング営業、法人営業、経営改善支援等の活動による営業店支援に取り組んでま
いります。

 女性営業の拡大として、女性ならではの細やかさを活かし、今後の活躍の場を拡大いたします。女性総合職の渉外活動を、特性を
生かしたものとし、意欲・モチベーションの向上を図ります。営業店長や本部も十分な指導・配慮、バックアップを行い、順次後
進が生まれてくるよう取り組んでまいります。

 審査部との案件相談会を更に活用し、融資方針協議による対応の迅速化を図ってまいります。取引先の問題・課題については、営
業店と本部が情報を共有して解決法を検討してまいります。業務部融資推進役は、営業店臨店の頻度を高め、営業店からの相談に
応じ、取引先企業の問題・課題に応じた融資推進サポートを徹底してまいります（コンサルティング・セールス強化支援等）

２．取引先の拡大と収益基盤の増強
小口新規先の一層の取組み強化を図り、事業先取引先数の増加に努め、核となる大口案件の積上げと相俟って融資残高を伸長し、もっ

て地域における存在感を高めていくため、以下の諸施策に取り組んでまいります。
 小口新規事業先の取組み強化
 既存重点取引先の管理の徹底
 適正な利回り確保のための取組みと地域信用組合の特性発揮に向けた貸出金増強
 債務者区分のランクアップ推進
 将来の成長を見越した特性発揮のための取組み
 個人融資への取組み



貸出金増強等による収益力の強化

５

３．金融仲介機能の更なる発揮に向けた融資推進
 担保・保証に過度に依存することなく、取引先企業の事業の内容や成長可能性等を適切に評価（「事業性評価」）した貸出を増強

してまいります。
 特に担保・保証がなくても事業に将来性がある事業先や足下の信用力は高くはないが地域になくてはならない事業先等への取組み

を強化してまいります。
 企業価値向上に向けたコンサルティング機能の強化のための方策

４．役務収益の増強
 渉外係による訪問セールス・窓口セールス・内勤者の電話セールス等、営業推進体制の強化
 保険商品「しんくみホッとプラン」の獲得キャンペーンを毎年 7 月～8 月に実施し、手数料収入の増加
 定期的に月払いタイプの保険商品の販売キャンペーンを実施
 保険商品の販売増強のため、コンプライアンス遵守に重点を置き、研修や勉強会を実施し、生保募集人継続教育研修、保険代理店

研修等への注力

５．安定した資金確保のための預金推進
 年金振込先の増強
 給与振込先の増加・生活口座の獲得
 取引先の訪問強化、相談活動

６．効率的な余資運用
有価証券に関しては、過度にリスクを取ることの無いように安全性・流動性の高い方法で運用してまいります。しかしながら、当

組合の場合、運用期間の短い債券や預け金が多い分、マイナス金利の影響が大きいことから、収益性の低下を極力抑制するため、有
価証券と預け金の比率を変えていくなど効率的な資金運用に努めてまいります。運用方針の策定や新たな商品での運用については、
全信組連の助言等を受けＡＬＭ委員会で協議するなど、適切な運用を心掛けてまいります。



人材育成の強化

６

当組合は、これまで人材育成を最重要課題の一つとして取り組んで来ました。人材育成は永続的課題であり、一朝一夕には成し得ないとは考
えますが、経営強化計画の第2ステージとして、その成果が目に見えるものとなるよう取り組んでまいります。

１．早期人材育成の目標設定と体系化
（１）当組合の「人材育成プラン」の4つの柱である「研修」・「ＯＪＴ」・「通信教育」・「検定試験」を進め、若手職員の計画的な育成

とスキル向上に努め、自己の成長が実感できることによる定着率の向上に努めてまいります。
（２）営業支援グループによる若手渉外者に対する帯同訪問、マン・ツー・マン指導による営業マナー、基礎業務、対顧客コミュニケーショ

ン能力の向上に加え基礎的な事業性融資を教えることによる早期戦力化に取り組んでまいります。
（３）個々の職員への指導内容については、営業支援グループ臨店による帯同訪問結果や課題、成長度合を連絡表により営業店と本部が情報

共有し、適切な指導にあたるように努めてまいります。
（４）外部人材の豊富な経験を活かし、配属店舗の渉外者に対するＯＪＴ指導や情報交換会・研修会を通して、限られた期間で、できるだけ

多くの渉外者が事業性融資の推進方法やノウハウの習得を着実に行ってまいります。
（５）基本的な融資事務管理能力の向上に向け、本部からの指導・ＯＪＴに努めてまいります。
（６）資格要件に応じた検定試験資格取得に向け、休日を利用した受験指導研修等により早期合格を指導・サポートするよう取り組んでまい

ります。

２．コンサルティング機能強化のための人材育成策
（１）研修（外部・内部講師）において、コンサルティング機能強化のための研修を計画的に入れてまいります。保証協会・外部機関との連

携を強化し、具体的・実践的な知識・ノウハウを吸収してまいります。
（２）「金融仲介機能のベンチマーク」に基づき、ローカルベンチマークを用いた顧客との対話により経営上の問題・課題を把握し、経営改

善に向けた営業店指導を行ってまいります。
（３）通信教育にコンサルティング機能の強化に関連する講座を必須若しくは奨励講座として取り入れてまいります。
（４）外部人材によるＯＪＴの活用によりノウハウを吸収し、更には信用組合としての独自性を付加するなどして特色のある人材を育ててま

いります。

３．人材の有効活用と組織の活性化
（１）定年退職者に対する働きがいのある職場として活躍の機会を提供することで活力を引き出すことにより、全職員のモチベーションアッ

プに繋げてまいります。
（２）女性の活躍の場を広げ、内在する可能性を引き出してまいります。そのためにも女性総合職が一般職に比して魅力あるものとし、総合

職を増加させてまいります。

４．自発的に成長・挑戦し続ける人材の育成
（１）成長し続ける職員・自ら考え行動できる職員づくり
（２）定年退職後再雇用者の能力発揮



信用リスク管理の一層の強化

７

１．審査・管理体制の強化
（１）貸出審査の厳格化

経営陣が率先して、現状の信用リスク管理態勢を検証し、更なる態勢の強化策を検討、実行していくことにより、営業店や審査部に
よる案件審査や与信管理の充実も含めた、組合全体としてのリスク管理能力の向上に取り組み、新たな不良債権の発生の抑制に取り組
んでまいります

（２）取引先管理の充実
審査部職員による営業店臨店を実施し、大口（50 百万円以上）与信先の業況把握に努めております。取引先の日常の業況の管理は

進んで来ましたが、債務者の実態を踏まえた分析や改善提案については、今後の課題となっております。今後も取組方針及びクレジッ
ト・ラインの設定等、各種施策を定着化させ、管理態勢の一層の強化を図ってまいります。また、担当役員及び審査部において、取引
先の業況等を検証のうえ、管理強化が必要と考えられる先の業況管理につきましては、本部所管部署である事業支援グループと審査部、
営業店が連携し一層の管理強化を図ってまいります。

（３）営業店の審査・管理能力向上
これまで、営業店による取組方針及びクレジット・ラインの設定や自己査定のほか、審査部による案件審査を通じた指導や案件相談、

事業支援グループの臨店による取引先管理の指導などに努めてまいりました。引き続き臨店指導などを通じて、営業店の審査・管理能
力の向上を図ってまいります。

２．経営陣の牽制機能の充実
理事会等に対しては、信用リスク管理態勢に係る500百万円超の大口与信先について定例的に報告を行っており、今後も継続して実施

してまいります。また、経営陣（代表理事）は、信用リスク管理部門（審査部）の態勢の強化を図っているほか、審査担当役員は、大
口与信先の実態把握を事業支援グループに指示するなど、管理強化に努めております。今後も引き続き、債務者の実態を的確に把握・
報告させることにより審査会において十分な審議を行い、経営陣による更なる牽制機能の充実に努めてまいります。

３．経営改善支援等の取組強化を通じた不良債権化の防止
重点的な対応が必要な取引先に対しては、専担組織として事業支援グループを設置し、特定の債務者の抜本的な事業再生や経営改善

支援等顧客の価値向上に向けた取組みを行っております。今後も、審査部と事業支援グループが連携し、営業店の指導・サポートをす
るなかで、中小規模事業者に対する支援を強化して財務状況の改善を図り、不良債権化を未然に防止してまいります。

４．不良債権の圧縮
ランクアップへの取組みや償却済債権の売却等によりバランスシート上においても税務上においても実質的に不良債権を圧縮してま

いります。
前強化計画期間中において、債権売却を実施し、償却済みの不良債権の圧縮を図っております。今後保証履行交渉等の終了した案件

については、債権売却又は直接償却により滞留不良債権処理を進めてまいります。貸借対照表上の不良債権についても、「延滞債権管
理要領」に基づく延滞債権の管理回収などの取組みにより延滞の未然防止・解消に努めており、事業の持続可能性が見込まれない先に
ついては回収を進め、不良債権の一層の圧縮に努めてまいります。



経営の効率化

８

当組合は、従前から、経営の効率化に向け、ローコスト体制へ移行するとともに、経営資源（ヒト・モノ・カネ）を有効活用することにより、
お客様の期待に応える質の高い金融サービスの提供に取り組んでまいりました。 コストの削減は計画以上に進んでおりますが、マイナス金
利下、想定以上に資金利鞘が縮小しており、利益目標の達成のためには、更に徹底した合理化・効率化による経費削減が必要と認識しており
ます。
１．戦略的・効率的な要員体制

生産性を向上させるためには、事務や業務内容について大幅に効率化を図ることが不可欠となってまいります。再雇用者を中心とした
中高年齢者の職務開発と有効活用、女性職員の営業力強化に取り組んでまいります。また、データ入力や事務処理等、作業的なものは極
力省力化し、固定コストの削減に取り組んでまいります。

２．営業店事務の効率化・合理化推進
お客様の待ち時間短縮・負担軽減等のサービス向上や職員の事務負担の軽減によるコスト削減に向け、相互牽制を確保しつつ、シンプ

ルかつ確実な管理体制に取り組んでまいります。
３．物件費の抑制

お取引先の利便性を確保しつつ、一部業務の見直しも検討し、間接費コスト等については徹底した削減を図ってまいります。

【要員・経費計画】 （単位：人、百万円、％）

経営強化計画の確実な履行体制の構築

経営企画部を統括管理部署とし、本計画における各種施策の企画・立案を行ってまいります。また、毎月開催している理事長を委員長とする
「経営強化計画進捗管理委員会」において、引き続き「PDCA」サイクルにより、本計画の進捗状況の管理を行ってまいります。

29/3期
実績

30/3期 31/3期 32/3期

計画 前期比 計画 前期比 計画 前期比

常勤役職員数 164 160 △4 160 0 160 0

人件費 898 895 △3 885 △9 875 △10

業務粗利益人件費率 55.06 57.97 2.91 57.93 △0.04 55.68 △2.25

物件費 531 503 △27 491 △11 494 ＋3

うち機械化関連費用 178 170 △8 166 △4 167 ＋1



中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策

１．円滑な信用供与体制に向けた体制の整備

「営業推進会議」の機能強化により、組合一丸となった営業推進体制の強化、地域特性に応じた営業店戦略の策定、具体的な推進施策の

立案、推進指導等を通して、信用供与体制の整備を図ってまいります。

２．担保又は保証に過度に依存しない融資の促進等

（１）滋賀県信用保証協会の制度である「流動資産担保融資保証（ＡＢＬ保証）」を活用した融資を推し進めてまいります。

（２）「経営者保証ガイドライン」を踏まえ、事業価値を見極めながら過度な保証に依存しない資金供給に取り組んでまいります。

３．経営改善支援等の取組み強化

（１）コンサルティング機能の向上

外部研修や内部研修を計画的に実施し、ＯＪＴや通信教育、自己啓発等をとおして人材育成を進め、またコンサルティング業務に対し

て実績のある支店長経験者・再雇用者の起用等により、組合全体のコンサルティング能力の向上に努めてまいります。

（２）中小企業再生支援協議会等外部団体及び外部専門家の活用

これまでにも滋賀県中小企業再生支援協議会や滋賀県信用保証協会等と連携し、中小規模事業者等の事業再生に取り組んでまいりまし

た。今後は、滋賀県産業支援プラザと連携した取組みについても検討するほか、外部機関等と積極的な情報交換を行うなど、連携を強化

するとともに、研修の実施により外部機関等の活用に係る理解度を深め、迅速な事業再生に取り組んでまいります。

（３）事業再生ファンドの活用

当組合と滋賀県中小企業再生支援協議会及び滋賀県信用保証協会が連携して、「しが事業再生支援ファンド」を活用することにより、

事業再生に向けた支援を積極的に行い地域経済の活性化に取り組んでまいります。

また、信用組合業界の事業再生ファンドである「しんくみリカバリ」についても活用してまいります。

９



信用供与円滑化計画

【中小規模事業者向け貸出計画】 （単位：百万円、％）

（注）中小規模事業者向け貸出比率＝中小規模事業者向け貸出残高 ÷ 総資産

【経営改善支援等取組計画】 （単位：先、％）

（注１）期初債務者数とは、「日本標準産業分類」の大分類に準じた業種別区分に基づく「地方公共団体」「雇用・能力開発機構等」「個人

（住宅・消費・納税資金等）」を総債務者数から除いた数といたします。

（注２）「経営改善支援等取組先」は以下の取組先といたします。

①創業・新事業開拓支援先 ②経営相談先 ③早期事業再生支援先 ④事業承継支援先 ⑤担保・保証に過度に依存しない融資推進先
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29/3期
実績

29/9期
計画

30/3期
計画

30/9期
計画

31/3期
計画

31/9期
計画

32/3期
計画

中小規模事業者向け貸出残高 41,120 41,420 41,800 42,100 42,500 42,800 43,200

総資産 133,226 134,028 132,830 133,311 131,793 131,735 129,678

中小規模事業者向け貸出比率 30.86 30.90 31.46 31.58 32.24 32.48 33.31

29/3期
実績

29/9期
計画

30/3期
計画

30/9期
計画

31/3期
計画

31/9期
計画

32/3期
計画

経営改善支援等取組先数 577 583 589 597 605 612 619

期初債務者数 1,600 1,615 1,615 1,630 1,630 1,645 1,645

支援取組率 36.06 36.09 36.47 36.62 37.11 37.20 37.62



責任ある経営体制の確立

１．業務執行に対する監査又は監督の体制の強化

（１）経営に対する評価の客観性を高めるため、全信組連による定期的な経営指導を受けるとともに、全国信用組合監査機構による監査を

年１回受査してまいります。

（２）経営の客観性及び透明性を確保するため、外部有識者等による「経営諮問会議」を今後も半期毎に開催し、助言・提言を経営に反映

してまいります。

２．リスク管理の体制の強化

（１）統合的リスク管理については、「統合的リスク管理規程」に基づき取り組んでまいりましたが、今後も、同規程に基づき適正な管理

に努めてまいります。

（２）信用リスク管理については、P7の信用リスク管理強化のための諸施策を確実に履行し、一層の態勢強化に努めてまいります。

（３）市場リスク管理については、リーマンショックによる株式相場の急激な下落により保有有価証券の評価損が拡大した経験を踏まえて

制定した、「価格変動性の高い商品は購入しない」、「安定的な利息収入の確保を目的に国債・地方債・社債等を中心とした運用を行

う」との方針や有価証券運用及び市場リスク管理に関する諸規程等に基づき、適正な運用とリスク管理に努めてまいります。また、原則

毎月ＡＬＭ委員会を開催し、余資の運用状況や、市場リスクについての認識を共有・協議してまいります。

（４）流動性リスク管理については、「流動性リスク管理規程」を制定し、預金や貸出金の動向を随時チェックするとともに、資金繰りに

万全を期すため、支払準備資産の維持・確保に努めております。今後も、同様の態勢により流動性リスクの管理に努めてまいります。

（５）オペレーショナル・リスク管理については、事務リスク管理規程、システムリスク管理規程、法務リスク管理規程等に基づき、各リ

スクの発生防止と極小化を図り、経営の維持・安定化に努めてまいります。

３．法令遵守の体制の強化

理事長をコンプライアンス最高責任者とし、コンプライアンス統括部署を設置するとともに、営業店及び本部各部にコンプライアンス担

当者を置き、相互に連携を取りながら、全役職員がコンプライアンスの実践に取り組んでおります。

運営面では、毎年度期初にコンプライアンス・プログラムを策定し、これに基づき部店内勉強会やＯＪＴ指導などの活動を行っておりま

す。なお、コンプライアンス・プログラムの進捗状況については、上期・下期を基準として理事会へ報告しております。

地域に根ざした金融機関として、当組合が組合員の皆様やお客様からゆるぎない「信頼」を確保するため、今後ともコンプライアンス重

視の経営を行ってまいります。
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